
JP 2010-62818 A 2010.3.18

10

(57)【要約】
【課題】携帯の仕方によらず通信品質を安定させる電極
を提供する。
【解決手段】信号電極１１を筐体２０内部の側面に沿っ
て配置する。これにより、高密度実装された携帯情報端
末の内部に信号電極１１を内臓することができ、さらに
、携帯情報端末の利用時の通信品質を向上させることが
可能である。さらに、信号電極１１の断面をコの字ある
いは弧状にする。これにより、携帯情報端末をポケット
などに収納して携帯するときでも、信号電極１１と利用
者とが密着する面積が増え、携帯情報端末の通信品質を
安定させることが可能となる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電界伝達媒体に電界を誘起して電界通信を行う電界通信手段を備えた携帯情報端末の筐
体内部に配置される電界通信用の電極であって、
　前記筐体の側面に沿って配置されることを特徴とする電極。
【請求項２】
　前記電極の断面の形状がコの字または弧状であることを特徴とする請求項１記載の電極
。
【請求項３】
　電界伝達媒体に電界を誘起して電界通信を行う電界通信手段を備えた携帯情報端末の筐
体内部に配置される電界通信用の一対の電極であって、
　前記一対の電極は前記筐体の側面に沿って配置されることを特徴とする電極。
【請求項４】
　前記一対の電極それぞれの断面の形状がコの字または弧状であることを特徴とする請求
項３記載の電極。
【請求項５】
　前記一対の電極の一方の電極は他方の電極の内側に配置されることを特徴とする請求項
３又は４記載の電極。
【請求項６】
　前記電界通信手段が送信を行うときは、前記一対の電極の内の一方の電極を信号電極、
他方の電極をグランド電極とし、前記電界通信手段が受信を行うときは、前記一対の電極
により平衡伝送することを特徴とする請求項３乃至５のいずれかに記載の電極。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、送信すべき情報に基づく電界を電界伝達媒体に誘起させるとともにこの誘起
した電界を検出して情報の送受信を行う電界通信装置に接続される電極に関する。
【背景技術】
【０００２】
　人体などの電界伝達媒体に電界を誘起し、この誘起された電界を用いてデータ通信を行
う電界通信装置が提案されている。電界通信装置に用いる電極は、その送信および受信性
能を向上させるために、さまざまな工夫が施される（例えば、特許文献１参照）。
【特許文献１】特開２００５－３０３９２２号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　しかしながら、電界通信装置を携帯電話機などの携帯情報端末に搭載する場合、高密度
実装された携帯情報端末に、電界通信用の数ｃｍの金属面形状の電極を新規に内蔵するこ
とは困難であるという問題がある。
【０００４】
　さらに、面状に形成されたアンテナ構造においては、携帯情報端末の保持の仕方（例え
ば操作時など）によっては、電界伝達媒体である人体と電極との接触面積が異なり、通信
品質が変動するという問題がある。
【０００５】
　本発明は、上記に鑑みてなされたものであり、その課題とするところは、携帯情報端末
に内蔵され、携帯時および操作時に電界通信を行うときでも、通信品質を安定させる電極
を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　第１の本発明に係る電極は、電界伝達媒体に電界を誘起して電界通信を行う電界通信手
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段を備えた携帯情報端末の筐体内部に配置される電界通信用の電極であって、筐体の側面
に沿って配置されることを特徴とする。
【０００７】
　本発明にあっては、電極を筐体内部の側面に沿って配置することにより、利用者が携帯
情報端末を持って操作をするときに、電界伝達媒体である利用者と電極とが近接するので
、通信品質を安定させることが可能となる。
【０００８】
　上記電極において、電極の断面の形状がコの字または弧状であることを特徴とする。
【０００９】
　本発明にあっては、電極の断面の形状をコの字または弧状にすることにより、利用者が
携帯情報端末の側面を持って操作するときに限らず、様々な身につけ方をした場合でも電
極が利用者に近接するので、通信品質を安定させることが可能となる。
【００１０】
　第２の本発明に係る電極は、電界伝達媒体に電界を誘起して電界通信を行う電界通信手
段を備えた携帯情報端末の筐体内部に配置される電界通信用の一対の電極であって、一対
の電極は筐体の側面に沿って配置されることを特徴とする。
【００１１】
　上記電極において、一対の電極それぞれの断面の形状がコの字または弧状であることを
特徴とする。
【００１２】
　上記電極において、一対の電極の一方の電極は他方の電極の内側に配置されることを特
徴とする。
【００１３】
　上記電極において、電界通信手段が送信を行うときは、一対の電極の内の一方の電極を
信号電極、他方の電極をグランド電極とし、電界通信手段が受信を行うときは、一対の電
極により平衡伝送することを特徴とする。
【００１４】
　本発明にあっては、一対の電極を筐体の側面に沿って配置し、受信時には一対の電極に
より平衡伝送し、送信時には一方の電極を信号電極、他方の電極をグランド電極とするこ
とにより、不要な放射を抑制することができる。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、携帯情報端末に内蔵され、携帯時および操作時に電界通信を行うとき
でも、通信品質を安定させる電極を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　以下、本発明の実施の形態について図面を用いて説明する。
【００１７】
　［第１の実施の形態］
　図１は、第１の実施の形態における電極の構成の概略を示す斜視図である。同図には、
箱型の携帯情報端末の筐体２０と、信号電極１１とグランド電極１２からなる電界通信用
の電極の構成例が示されている。信号電極１１およびグランド電極１２は携帯情報端末に
内蔵された電界通信装置に接続される。電界通信装置は、信号電極１１に近接した人体な
どの電界伝達媒体に電界を誘起してデータを送信するとともに、電界伝達媒体に誘起され
た電界を検出してデータを受信する。信号電極１１は、筐体２０側面に沿って筐体２０を
一周するように配置される。信号電極１１が側面に沿って筐体２０の外周に配置されるこ
とから、グランド電極１２は、筐体２０の内部の中央付近に配置されることが望ましい。
【００１８】
　図２は、図１に示す電極の断面図である。同図に示すように、信号電極１１は断面が筐
体２０の表面に沿ったコの字型であり、筐体２０の側面に沿って配置されている。筐体２
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０の側面とは、携帯情報端末の表示画面や主な操作ボタンが配置されている面を前面、前
面に対向して配置された面を背面とすると、前面と背面以外の他の面である。図３に示す
ように、一般に利用者１００は筐体２０の前面を自分に向けて操作するので、筐体２０の
側面は、利用者１００が携帯情報端末を操作・利用するために自然な形で保持する面であ
る。
【００１９】
　図４は、利用者１００が筐体２０を持ったときの信号電極１１と利用者１００とが近接
する様子を示す説明図である。電界伝達媒体である利用者１００が携帯情報端末を操作す
るときは、側面を持って操作することが多い。図４に示すように、側面に沿って配置され
た信号電極１１が利用者１００に近接するので、電界通信装置が誘起する電界をより確実
に利用者１００に誘起したり、利用者１００に誘起された電界をより確実に受信すること
ができる。信号電極１１を側面に沿って配置したことにより、利用者１００が筐体の角を
持った場合も信号電極１１と利用者１００とは近接する。また、信号電極１１の断面をコ
の字型にすることにより、利用者１００が手のひらに携帯情報端末を乗せて操作する場合
や、携帯情報端末をポケットなどに収納している場合など、携帯情報端末の前面や背面が
利用者１００に密着する場合でも、信号電極１１と利用者１００とが近接するので、通信
品質を安定させることができる。
【００２０】
　図５に示すように、信号電極１５の断面をコの字ではなく、弧状に湾曲したものでも上
記と同様の効果が得られる。また、図６に示すように、信号電極１６の断面を直線状にし
、筐体２０の側面に沿って配置した場合でも、利用者１００が携帯情報端末を操作すると
きの通信品質を向上させることが可能である。
【００２１】
　なお、図７に示すように、信号電極１１を閉ループ構造として電界通信装置５０を接続
するものでも、図８に示すように、信号電極１１を開ループ構造として電界通信装置５０
を接続するものでもよい。携帯電話機程度の大きさの筐体に開ループ構造の信号電極１１
を配置した場合、信号電極１１がＵＨＦ帯の１／４波長と同程度の長さとなるので、スイ
ッチ切替によって、ワンセグ（ＵＨＦ帯）のアンテナを兼ねることが可能である。閉ルー
プ構造の信号電極１１は、スイッチにより開ループとしても良い。
【００２２】
　したがって、本実施の形態によれば、信号電極１１を筐体２０内部の側面に沿って配置
することにより、高密度実装された携帯情報端末の内部に信号電極１１を内蔵することが
でき、さらに、携帯情報端末の利用時の通信品質を向上させることが可能である。
【００２３】
　本実施の形態によれば、筐体２０の側面に配置した信号電極１１の断面をコの字あるい
は弧状にすることにより、携帯情報端末をポケットなどに収納して携帯するときでも、信
号電極１１と利用者とが密着する面積が増え、携帯情報端末の通信品質を安定させること
が可能となる。
【００２４】
　［第２の実施の形態］
　図９は、第２の実施の形態における電極の構成の概略を示す斜視図である。同図には、
携帯情報端末の筐体２０と、一対の電極３１，４１からなる電界通信用の電極の構成例が
示されている。電極３１，４１は、筐体２０の側面に沿って筐体２０を一周するように、
上下に離間して重ねられて配置されている。図１０の断面図に示すように、電極３１，４
１それぞれは断面がコの字型である。
【００２５】
　図１１の模式図に示すように、電極３１，４１は、差動回路５１に接続され、電極３１
，４１は、受信時には、差動回路５１へ信号を平衡伝送する役目を持つ。送信時には、電
極３１，４１のいずれか一方を信号電極とし、他方をグランド電極にする構成とする。こ
れにより、不要な放射を抑制することができる。同図では、電極３１，４１を閉ループ構
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造としたが、もちろん開ループ構造であってもよい。
【００２６】
　図１２に、第２の実施の形態における別の電極の構成を示す。同図に示す一対の電極３
２，４２は、第１の電極３２が側面に沿って筐体２０を一周するように配置され、第２の
電極４２が第１の電極の内側に沿って配置される。第１の電極３２と第２の電極４２とは
、同心で離間して配置される。
【００２７】
　図１３に、第２の実施の形態におけるさらに別の電極の構成を示す。同図に示す一対の
電極３３，４３は、第１の電極３３が側面に沿って筐体２０を一周するように配置され、
第２の電極４３が第１の電極３３に包まれるように、第１の電極の内側に沿って配置され
る。第１の電極３３と第２の電極３３とは、同心で離間して配置される。
【００２８】
　したがって、本実施の形態によれば、一対の電極３１，４１を筐体２０の側面に沿って
配置し、受信時には差動回路５１へ信号を平衡伝送する役目を持たせ、送信時には一方の
電極を信号電極とし、他方の電極をグランド電極とすることにより、不要な放射を抑制す
ることができる。
【００２９】
　ここまでは、携帯情報端末の筐体の形状が箱型のものに電極を配置する実施例を示した
。携帯情報端末、特に携帯電話機は、箱型の他にも様々な構造の筐体が存在する。代表的
なものとして、折りたたみ型、Ｔ字型、Ｌ字型、あるいはスライド型がある。これら様々
な構造の筐体においても本発明の適用が可能である。以下、折りたたみ型の筐体を有する
携帯情報端末に本発明を適用した実施例について説明する。
【００３０】
　図１４は、第１の実施の形態における電極を折りたたみ型の筐体に適用した概略図であ
る。同図に示す携帯情報端末は、２つの筐体２０Ａ，２０Ｂで構成され、同図の左側に配
置されたヒンジ部（図示せず）を軸に筐体２０Ａ，２０Ｂを開閉することができる。筐体
２０Ａの同図における下側の面に表示画面が配置され、筐体２０Ｂの同図における上側の
面に操作ボタンが配置される。信号電極１１Ａ，１１Ｂは、筐体２０Ａ，２０Ｂのそれぞ
れの側面に沿ってそれぞれの筐体２０Ａ，２０Ｂを一周するように配置され、ヒンジ部に
おいて互いに接続される。グランド電極１２Ａ，１２Ｂは、筐体２０Ａ，２０Ｂの内部の
中央付近に配置される。
【００３１】
　図１５は、第２の実施の形態における電極を折りたたみ型の筐体に適用した概略図であ
る。筐体２０Ａ，２０Ｂの構成は、図１４で説明したものと同様である。第１、第２の電
極３１Ａ，３１Ｂ，４１Ａ，４１Ｂは、筐体２０Ａ，２０Ｂのそれぞれの側面に沿って、
同心で、同図において上下に重なるように配置され、ヒンジ部において第１の電極３１Ａ
，３１Ｂ、及び第２の電極４１Ａ，４１Ｂは、それぞれ互いに接続される。
【００３２】
　なお、図１４，１５では、２つの筐体２０Ａ，２０Ｂのそれぞれに電極を配置したが、
操作ボタンをそなえた筐体２０Ｂの側面だけに電極を配置するものでもよい。
【図面の簡単な説明】
【００３３】
【図１】第１の実施の形態における電極の構成を示す斜視図である。
【図２】第１の実施の形態における電極の構成を示す断面図である。
【図３】携帯情報端末を利用する様子を示す図である。
【図４】利用者が携帯情報端末を持ったときに利用者と信号電極とが近接する様子を示す
図である。
【図５】第１の実施の形態における別の電極の構成を示す断面図である。
【図６】第１の実施の形態におけるさらに別の電極の構成を示す断面図である。
【図７】第１の実施の形態における電極の接続状態を示す概略図である。
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【図８】第１の実施の形態における別の電極の接続状態を示す概略図である。
【図９】第２の実施の形態における電極の構成を示す斜視図である。
【図１０】第２の実施の形態における電極の構成を示す断面図である。
【図１１】第２の実施の形態における電極の接続状態を示す概略図である。
【図１２】第２の実施の形態における別の電極の構成を示す断面図である。
【図１３】第２の実施の形態におけるさらに別の電極の構成を示す断面図である。
【図１４】第１の実施の形態における電極を折りたたみ型の筐体に適用した例を示す断面
図である。
【図１５】第２の実施の形態における電極を折りたたみ型の筐体に適用した例を示す断面
図である。
【符号の説明】
【００３４】
　１１，１５，１６…信号電極
　１２…グランド電極
　２０，２０Ａ，２０Ｂ…筐体
　３１，４１，３２，４２，３３，４３…電極
　５０…電界通信装置
　５１…差動回路
　１００…利用者
　１１Ａ，１１Ｂ…信号電極
　１２Ａ，１２Ｂ…グランド電極
　３１Ａ，３１Ｂ，４１Ａ，４１Ｂ…電極

【図１】

【図２】

【図３】
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